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推進するため、2007年２月、市民代表、事業者、関係団体及び関係行政機関から成る「かわさき

エコドライブ推進協議会」を立ち上げ、かわさきエコドライブ宣言登録制度*を設けました。 

2018年度においては、かわさき自動車環境対策推進協議会の中でエコドライブの普及推進に努

め、2018年度末時点の登録数は、事業者等が 2,335件、個人が 8,499名となっています。また、

エコドライブ推進の取組として、エコドライブ講習会を 7 回実施し、364 名に参加いただいたと

ともに、かわさき環境フォーラム等のイベントに出展し、環境に配慮した自動車の乗り方によって、

燃費を向上させ排出ガスを削減できることを市民や事業者に働きかけました。 
 

●●環環境境にに配配慮慮ししたた運運搬搬制制度度のの推推進進  

・・環環境境にに配配慮慮ししたた運運搬搬制制度度のの推推進進 

条例に基づくエコ運搬の実施状況について、立入検査等で確認・指導を行い、事業者による取組

の促進を図りました。 

また、川崎市庁内エコ運搬制度実施方針に基づき、庁内における取組を推進しました。 
 

●●光光化化学学オオキキシシダダンントト対対策策のの推推進進  

・・光光化化学学オオキキシシダダンントト対対策策のの推推進進 

光化学オキシダント対策として、九都県市と広域連携対策を進めました。 

※VOC対策については「揮発性有機化合物（VOC）対策の推進」下記参照 

 

●●ＰＰＭＭ22..55対対策策のの推推進進  

・・ 対対策策にに向向けけたた情情報報収収集集

神奈川県、横浜市と連携した大気環境中の成分分析調査など、ＰＭ2.5 対策に向けた情報収集を

進めています。 
 

●●揮揮発発性性有有機機化化合合物物（（ＶＶＯＯＣＣ））対対策策のの推推進進  

・・揮揮発発性性有有機機化化合合物物（（ＶＶＯＯＣＣ））対対策策のの推推進進 

国では、光化学オキシダントの原因物質のひとつである VOC の排出量を 2010 年度に 2000

年度に対して３割程度削減することを目標にし、44％削減を達成しました。川崎市においても

2010年度に 2000年度比で 46％削減しており、その後は横ばいで推移しています。 

また、2018 年度は、VOC 使用実態に応じた自主的な VOC 削減対策を支援するため、「VOC

対策アドバイザー制度」による専門のアドバイザー派遣を、市内中小企業１社に実施しました。 

さらに、九都県市の連携の下、燃料蒸発ガス（ガソリンべーパー）回収機能を有する計量機の導

入を促すための啓発活動を行いました。 
 

●●未未規規制制物物質質対対策策のの推推進進  

・・大大気気汚汚染染物物質質等等にに関関すするる調調査査・・研研究究 

微小粒子状物質（ＰＭ2.5）中の有機化合物は様々な成分が含まれており、その中で特定の発生

源の指標となる成分について情報収集し、分析法について検討しました。 
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■■重重点点目目標標・・指指標標のの達達成成状状況況とと評評価価

重点目標・指標 達成状況 
指標

評価 

市内の *法対象事業所から排出される 法

の特定第一種指定化学物質の排出量：

年度を基準年度として 年度までに

％削減すること。

2017 年度の特定第一種指定化学物

質の排出量は 62,094kg（※） 

基準年度：45.9％減少 

（対前年度：4.9％減少、対基準値：

少ない） 
５５

※特定第一種指定化学物質は 2009年度の政令改正により指定された 15物質について 2008年度から集計しています。 

 

特定第一種指定化学物質の環境への総排出量の経年推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
市市のの取取組組

実実施施状状況況

●●化化学学物物質質適適正正管管理理のの促促進進（（事事業業所所ににおおけけるる自自主主管管理理のの促促進進、、市市にによよるる事事業業者者のの取取組組支支援援））  

・・市市条条例例にに基基づづくく事事業業所所等等ににおおけけるる化化学学物物質質のの自自主主管管理理体体制制のの整整備備、、自自主主管管理理目目標標のの設設定定及及びび自自主主

管管理理ママニニュュアアルルのの作作成成のの促促進進 
市ホームページによる化学物質に関する情報の提供、講習会等の開催、パンフレット・関連資料

等の配布、PRTR 法の届出に関する相談窓口の設置など、事業者による化学物質の適正管理を支援

しています。 

また、必要に応じて条例に定める指定事業所や PRTR法の届出対象事業所に対して化学物質の適

正管理の実施状況等について報告を求めるとともに、立入調査を行い、指導・助言を行っています。 

2018年度は聞き取り調査等を 9件実施し、化学物質適正管理の状況を確認しました。化学物質

の適正管理に関する指針に基づき、条例で規定する指定事業所を所有する者のうち、従業員数 50

人以上で、かつ、有害性、危険性等の観点から環境安全上特に注意を要する物質として条例で定め

６つのまちの姿 安心して健康に暮らせるまち

重点分野 化化学学物物質質対対策策のの推推進進

 重点課題 環環境境リリススククのの効効果果的的なな削削減減をを目目指指ししたた化化学学物物質質のの排排出出量量のの削削減減 
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た 65 物質（管理対象物質）を取り扱う事業者に対し、自主管理目標及び目標達成時期、実施計画

等の自主的な公表を促進しています。 

 

・・事事業業者者にによよるる事事業業所所周周辺辺のの環環境境リリススクク評評価価のの促促進進

事業者が、自社から排出している化学物質のリスクを評価し、その結果に基づくリスク管理を支

援するために、事業者が事業所周辺の環境リスクを自ら把握するための手引きや関連情報を、ホー

ムページ等により情報提供するとともに、リスク評価に関する講習会を開催しています。 

 2018年度は、横浜市と連携し、環境リスク評価講習会を 1回開催しました。 
 

●●市市民民等等へへのの普普及及啓啓発発やや情情報報提提供供（（市市民民へへのの化化学学物物質質にに関関すするる知知識識のの普普及及及及びび事事業業者者にに対対すするる化化学学物物  

質質にによよるる環環境境汚汚染染のの状状況況のの周周知知ななどど））  

・・化化学学物物質質のの環環境境リリススククにに関関すするる情情報報提提供供 
「環境情報」、ホームページ、パンフレットなどで川崎市における化学物質の排出量・移動量の
集計結果、有害大気汚染物質環境モニタリング結果、化学物質環境実態調査結果等について情報提
供を行いました。 

・・化化学学物物質質とと環環境境にに関関すするる市市民民、、事事業業者者ととのの情情報報交交換換をを促促進進すするるたためめのの、、講講習習会会やや説説明明会会のの定定期期的的

なな開開催催 

市民及び事業者を対象とした化学物質対策セミナーを横浜市と連携して 1回開催し、国の化学物

質対策や市民目線からみた化学物質管理の動向、事業者の取組事例等について講演しました。 

●●化化学学物物質質のの環環境境リリススククのの把把握握（（環環境境リリススクク評評価価及及びびダダイイオオキキシシンン類類**、、有有害害大大気気汚汚染染物物質質、、未未規規制制化化

学学物物質質のの環環境境調調査査））  

・・ 排排出出量量やや環環境境濃濃度度のの調調査査結結果果をを用用いいたた環環境境リリススクク評評価価のの実実施施 

多数の化学物質から人の健康に好ましくない影響を与える可能性がある化学物質を科学的な知見

に基づき抽出するなど、環境リスクの低減対策に資することを目的として、市域における化学物質

の環境リスク評価を実施し、その結果を取りまとめて公表しています。 

201８年度は、化学物質の大気中への排出状況や有害性などの情報を基に N,N-ジメチルアセト

アミドについて、市域における化学物質の環境リスク評価を実施しました。 

 
・・生生物物学学的的試試験験をを用用いいたた化化学学物物質質のの環環境境リリススククのの評評価価のの推推進進 

全国の地方環境研究所等と連携し、生物応答を利用した生態影響評価を用いて、水環境調査を実

施しました。 

また、現在までに確立した技術手法などに関し、ホームページ等により情報提供するとともに神

奈川県、横浜市と共同開催している環境研究合同発表会にて発表しました。 

 

・・市市ののごごみみ焼焼却却施施設設周周辺辺をを含含むむ環環境境中中ののダダイイオオキキシシンン類類濃濃度度のの実実態態把把握握 

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、公共用水域（河川・海域）、地下水及び土壌に

ついて、環境調査を実施しています。201８年度は、大気６地点（一般環境 3地点及び市のごみ処

理センター周辺３地点）、公共用水域河川 7地点（水質）、公共用水域海域５地点（水質・底質）、

地下水（水質）５地点、土壌５地点で調査を実施し、すべての地点で環境基準を達成しました。 

 

・・大大気気汚汚染染防防止止法法第第 条条にに基基づづくく有有害害大大気気汚汚染染物物質質等等のの常常時時監監視視 

    有害大気汚染物質等の環境濃度測定について、大気汚染防止法第 22条の規定に基づき、常時監視

物質とされている優先取組物質 23 物質のうち 20 物質並びに水銀及びその化合物について、市内

４地点において月１回の調査を実施しています。 

201８年度は、環境基準が設定されているベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ

ン、ジクロロメタンは、全調査地点で環境基準を達成しました。 

指針値が設定されているアクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、水銀及びその化合物＊、ニッ

ケル化合物、クロロホルム、1,2-ジクロロエタン、1,3-ブタジエン、ヒ素及びその化合物、マンガ

ン及びその化合物については、全調査地点で適合しました。 

＊大気汚染防止法の一部を改正する法律（平成27年6月19日法律第41号）により、2018年4

月１日から水銀及びその化合物は有害大気汚染物質から除かれることとなりましたが、環境中

を循環する水銀等の総量を地球規模で削減するという水俣条約の趣旨に則った取組の推進のた

めに、水銀の大気汚染状況を把握することは重要であることから、常時監視を継続しています。 
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た 65 物質（管理対象物質）を取り扱う事業者に対し、自主管理目標及び目標達成時期、実施計画

等の自主的な公表を促進しています。 

 

・・事事業業者者にによよるる事事業業所所周周辺辺のの環環境境リリススクク評評価価のの促促進進

事業者が、自社から排出している化学物質のリスクを評価し、その結果に基づくリスク管理を支

援するために、事業者が事業所周辺の環境リスクを自ら把握するための手引きや関連情報を、ホー

ムページ等により情報提供するとともに、リスク評価に関する講習会を開催しています。 

 2018年度は、横浜市と連携し、環境リスク評価講習会を 1回開催しました。 
 

●●市市民民等等へへのの普普及及啓啓発発やや情情報報提提供供（（市市民民へへのの化化学学物物質質にに関関すするる知知識識のの普普及及及及びび事事業業者者にに対対すするる化化学学物物  

質質にによよるる環環境境汚汚染染のの状状況況のの周周知知ななどど））  

・・化化学学物物質質のの環環境境リリススククにに関関すするる情情報報提提供供 
「環境情報」、ホームページ、パンフレットなどで川崎市における化学物質の排出量・移動量の
集計結果、有害大気汚染物質環境モニタリング結果、化学物質環境実態調査結果等について情報提
供を行いました。 

・・化化学学物物質質とと環環境境にに関関すするる市市民民、、事事業業者者ととのの情情報報交交換換をを促促進進すするるたためめのの、、講講習習会会やや説説明明会会のの定定期期的的

なな開開催催 

市民及び事業者を対象とした化学物質対策セミナーを横浜市と連携して 1回開催し、国の化学物

質対策や市民目線からみた化学物質管理の動向、事業者の取組事例等について講演しました。 

●●化化学学物物質質のの環環境境リリススククのの把把握握（（環環境境リリススクク評評価価及及びびダダイイオオキキシシンン類類**、、有有害害大大気気汚汚染染物物質質、、未未規規制制化化

学学物物質質のの環環境境調調査査））  

・・ 排排出出量量やや環環境境濃濃度度のの調調査査結結果果をを用用いいたた環環境境リリススクク評評価価のの実実施施 

多数の化学物質から人の健康に好ましくない影響を与える可能性がある化学物質を科学的な知見

に基づき抽出するなど、環境リスクの低減対策に資することを目的として、市域における化学物質

の環境リスク評価を実施し、その結果を取りまとめて公表しています。 

201８年度は、化学物質の大気中への排出状況や有害性などの情報を基に N,N-ジメチルアセト

アミドについて、市域における化学物質の環境リスク評価を実施しました。 

 
・・生生物物学学的的試試験験をを用用いいたた化化学学物物質質のの環環境境リリススククのの評評価価のの推推進進 

全国の地方環境研究所等と連携し、生物応答を利用した生態影響評価を用いて、水環境調査を実

施しました。 

また、現在までに確立した技術手法などに関し、ホームページ等により情報提供するとともに神

奈川県、横浜市と共同開催している環境研究合同発表会にて発表しました。 

 

・・市市ののごごみみ焼焼却却施施設設周周辺辺をを含含むむ環環境境中中ののダダイイオオキキシシンン類類濃濃度度のの実実態態把把握握 

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、公共用水域（河川・海域）、地下水及び土壌に

ついて、環境調査を実施しています。201８年度は、大気６地点（一般環境 3地点及び市のごみ処

理センター周辺３地点）、公共用水域河川 7地点（水質）、公共用水域海域５地点（水質・底質）、

地下水（水質）５地点、土壌５地点で調査を実施し、すべての地点で環境基準を達成しました。 

 

・・大大気気汚汚染染防防止止法法第第 条条にに基基づづくく有有害害大大気気汚汚染染物物質質等等のの常常時時監監視視 

    有害大気汚染物質等の環境濃度測定について、大気汚染防止法第 22条の規定に基づき、常時監視

物質とされている優先取組物質 23 物質のうち 20 物質並びに水銀及びその化合物について、市内

４地点において月１回の調査を実施しています。 

201８年度は、環境基準が設定されているベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレ

ン、ジクロロメタンは、全調査地点で環境基準を達成しました。 

指針値が設定されているアクリロニトリル、塩化ビニルモノマー、水銀及びその化合物＊、ニッ

ケル化合物、クロロホルム、1,2-ジクロロエタン、1,3-ブタジエン、ヒ素及びその化合物、マンガ

ン及びその化合物については、全調査地点で適合しました。 

＊大気汚染防止法の一部を改正する法律（平成27年6月19日法律第41号）により、2018年4

月１日から水銀及びその化合物は有害大気汚染物質から除かれることとなりましたが、環境中

を循環する水銀等の総量を地球規模で削減するという水俣条約の趣旨に則った取組の推進のた

めに、水銀の大気汚染状況を把握することは重要であることから、常時監視を継続しています。 
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・・大大気気・・水水環環境境中中のの化化学学物物質質環環境境実実態態調調査査

化学物質の環境への排出状況や有害性などの情報を基に、人の健康や生態系への影響のおそれが

ある未規制の化学物質について、大気、公共用水域、地下水等を対象に、分析法の検討を行い、環

境実態調査を実施しています。未規制化学物質による汚染状況を把握し、データを蓄積するととも

に、調査結果を化学物質の環境リスク評価の検討などに活用しています。 

201８年度は、大気（4～10地点）は 63物質、河川（7又は 9地点)は水質で３物質、海域（3

又は 4地点）は水質で 9物質、底質で２物質について調査を実施しました。 

 

●●環環境境・・リリススククココミミュュニニケケーーシショョンンのの促促進進（（市市民民へへのの情情報報提提供供及及びび事事業業者者のの自自主主管管理理にに関関すするる社社会会的的

合合意意形形成成をを目目指指ししたたココミミュュニニケケーーシショョンンのの促促進進））  

・・化化学学物物質質とと環環境境にに関関すするる市市民民、、事事業業者者ととのの情情報報交交換換をを促促進進すするるたためめのの、、講講習習会会やや説説明明会会のの定定期期的的

なな開開催催（（再再掲掲））ｐｐ 参参照照 

・・「「事事業業者者にによよるる環環境境・・リリススククココミミュュニニケケーーシショョンンのの導導入入・・継継続続」」支支援援及及びび市市民民へへのの情情報報提提供供のの一一

層層のの充充実実 

化学物質によるリスクを低減し、その管理を促進するためには、市民、事業者、行政の各ステー

クホルダー間で情報を共有し意思疎通を図りながら取り組むことが重要です。 

2018 年度は、事業者による環境・リスクコミュニケーションの支援として、事業者が実施して

いる環境・リスクコミュニケーションの場に参加しました。また、多くの方に広く情報提供し、化

学物質についての理解促進を図るため、横浜市と連携し市民を対象とした化学物質セミナーを１回

開催しました。 


